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「いじめ・嫌がらせ」「自己都合退職」相談が５年連続増加し過去最多 

平成 28 年度 個別労働紛争解決制度の施行状況を公表します 
 

石川労働局（局長 小奈健男）は、このたび、平成 28 年度の「個別労働紛争解決制度」

の施行状況をまとめましたので公表します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※１「総合労働相談」 ：法令・制度の問合せ、行政指導等の対象となるべき法違反等の内容に加え、民事上の個別労働

関係紛争に係る相談を含む労働に関するあらゆる相談。平成 28 年度から都道府県労働局の組織見直しにより「雇用環

境・均等室」が設置され、これまで「雇用均等室」で対応していた男女雇用機会均等法等に関しても一体的に労働相

談として対応することとなったため、それらの相談件数も計上されている。 

※２「民事上の個別労働関係紛争」 ：労働者個人と企業との間の民事的内容に関する紛争。 

※３「労働局長の助言・指導」 ：民事上の個別労働関係紛争について、都道府県労働局長が、紛争当事者に対して解決

の方向を示すことにより、紛争当事者の自主的な解決を促進する制度。 

※４「あっせん」 ：紛争当事者の間に公平・中立な第三者として労働問題の専門家が入り、双方の主張の要点を確かめ、

双方から求められた場合には両者がとるべき具体的なあっせん案を提示するなど、紛争当事者間の調整を行い、話し

合いを促進することにより、紛争の解決を図る制度。 

石川労働局 Press Release 

【照会先】 
石川労働局雇用環境・均等室 
雇用環境改善・均等推進監理官   諸田 一良 
労働紛争調整官  春日 俊 
電  話   076(265)4429 

石 川 労 働 局 発 表  
平成 29 年 7 月 20 日（木） 

厚生労働省 

【概 況】 

総合労働相談件数（※１）                 9,719 件（前年度比 37.4％増） 

民事上の個別労働関係紛争の相談件数（※２）（上記内数）   3,030 件（  同  19.8％増） 

労働局長の助言・指導の受付件数（※３）           123 件（ 同   2.4％減） 

あっせん申請の受理件数（※４）                 34 件（  同  29.2％減） 

 

◆総合労働相談件数、民事上の個別労働関係紛争の相談件数は、前年度と比べ増加、労働局長

の助言・指導の受付件数、あっせん申請の受理件数は減少 

 ◆民事上の個別労働関係紛争では、「いじめ・嫌がらせ」に関する紛争（職場のパワーハラ 

スメントに関するものを含む）、「自己都合退職」に関する紛争の相談件数が５年連続で 

増加し、共に過去最多 



平成 28 年度個別労働紛争解決制度施行状況 

 

（１）相談受付状況 

  ・総合労働相談件数及び民事上の個別労働関係紛争に関する相談件数が増加し、い

ずれも過去最も多かった（図１）。 

  ・民事上の個別労働関係紛争に関する相談内容は、「解雇」に関する相談件数が 434

件となり増加したものの、全体の 10.6%であり、平成 26 年度に次ぐ低い割合であ

った（図２）。 

  ・一方、近年増加傾向が著しい「いじめ・嫌がらせ」に関する相談が 5 年連続で増

加し、過去最多の 920 件（22.5％）となった。また、「退職を申し出たが辞めさせ

てもらえない」など「自己都合退職」に関する相談件数も 5 年連続で増加し、過

去最多の 782 件（19.1％）となった。（図２、３） 

 

（２）石川労働局長の助言・指導 

・平成 28年度の申出件数は 2年連続で減少した（図４）。 

・申出内容別では、「いじめ・嫌がらせ」が最多の 31 件（24.6％）、次いで「雇止め」

と「自己都合退職」がそれぞれ 15件（11.9％）で同数、「解雇」が 13 件（10.3％）

と続いている。 

・助言・指導を実施した結果、56.6%が解決している（図５）。 

 

（３）石川紛争調整委員会によるあっせん 

・申請受理の内容別では、「いじめ・嫌がらせ」が最多の 11件（30.6％）、次いで「そ

の他の労働条件」が 7件（19.4％）、「解雇」が 6件（16.7％）の順となっている。 

・平成 28年度に処理が終了したあっせんにおける合意率は 38.9%であった（図６）。 

 

 

 【個別労働紛争解決制度】 

 企業組織の再編や人事労務管理の個別化等に伴う労働関係に関する事項についての

個々の労働者と事業主との間の紛争（個別労働関係紛争）の増加に対応するため、「個別

労働関係紛争の解決の促進に関する法律」が平成 13 年 10 月 1 日に施行され、同法に基づ

く個別労働関係紛争解決制度もその運用開始後 15 年を経過し、ＡＤＲ（裁判外紛争解決

手続き）として広く定着している。 
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図１ 総合労働相談件数、民事上の個別労働紛争相談件数の推移

図２ 民事上の個別労働紛争｜相談内容別の件数

図３ 民事上の個別労働紛争｜主な相談内容別の件数推移

出向・配置転換 155（ 3.8％）
雇用管理等 155（ 3.8％）
賠償 138（ 3.4％）
雇止め 69（ 1.7％）
募集・採用 59（ 1.4％）
採用内定取消 45（ 1.1％）
その他の労働条件 320（ 7.8％）
その他 420（10.3％）

平成28年度
民事上の個別労働紛争

相談件数

計4,092件
（※内訳延べ合計件数）

※ ％は相談内容の全体（内訳延べ合計
件数）に占める割合。合計値は、四捨
五入による端数処理の関係で100％に
ならないことがある。なお、内訳延べ
合計件数は、１回の相談において複数
の内容にまたがる相談が行われた場合
には、複数の相談内容を件数として計
上したもの。



図４ 助言・指導申出受付件数、あっせん申請受理件数の推移

図５ 助言・指導終了結果

図６ あっせん終了結果
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